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   地方創生・行財政対策特別委員会 1-1  

平成 29 年（ 2017 年） 3 月 14 日  

総 合 政 策 部 企 画 調 整 課  

 

 

平成 28 年度における地方創生の取組について 

 

 平成 28 年度は、滋賀県基本構想の計画期間 2年目に当たり、諸施策を確実に実施し、目標達成に

向けた土台を確かなものとする重要な年であるとの認識のもと、国における地方創生の動きに連動

した取組等を進めるとともに、関係機関等との連携を図りながら、滋賀県基本構想の重点施策を推

進するエンジンである「人口減少を見据えた豊かな滋賀づくり総合戦略」の着実な推進を図った。 

 

１．国における地方創生の動きに連動した取組 

（１）地方創生加速化交付金の活用 

 【趣旨】 

一億総活躍社会の実現に向けた緊急対応として、「希望を生み出す強い経済」を実現するため、

また、「子育て支援」や「安心につながる社会保障」も含め「新・三本の矢」の取組にも貢献す

るため創設されたもの 

 【交付金の規模】 

国予算額 平成 27 年度補正予算 1,000 億円、補助率 10/10 [全額 平成 28 年度に繰越] 

【対象事業分野】 

総合戦略に位置づけられる事業で、地域のしごと創生に重点を置きつつ、一億総活躍社会実

現に向けた緊急対策にも資する、効果の発現が高い分野が対象 

 

地方創生加速化交付金（第１次）の内容                   単位：千円 

 

 

事業費

49,000

123,820

189,255

39,815

72,468

20,000

97,476

50,000

4,000

5,000

39,869

12,000

702,703

⑩「いいね！地方の暮らしフェア」開催事業

⑪プロフェッショナル人材拠点

⑫ＲＥＳＡＳ普及促進事業

合　　　　　　　　　計

①ウォーターバレー滋賀・水環境ビジネス推進事業

②次世代のための成長産業創出プロジェクト

③観光で豊かな滋賀づくり（滋賀版ＤＭＯ）推進事業

④「山～里・まち～湖」移住促進プロジェクト

事　　　　業　　　　名

⑤人材確保・働き方改革プロジェクト

⑥「忍者」のマーケティング・セールス事業

⑦自転車による琵琶湖一周「ビワイチ」による"体験型観光ネックレス"創造事業

⑧忍者列車で行く草津線沿線の魅力を活かした公共交通利用促進・活性化事業

⑨近江に根ざして120年・「近江鉄道」沿線魅力再発見・創出事業
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  地方創生加速化交付金（第３次）の内容                    単位:千円 

 

（２）地方創生推進交付金の活用 

 【趣旨】 

地方公共団体の自主的・主体的な事業で先導的なものを支援するための具体のしくみとして

創設されたもの 

 【交付金の規模】 

国予算額 1,000 億円（事業費ベース 2,000 億円）、補助率 1/2 

【対象事業分野】 

   地方創生の深化に向けた先導的な以下の事業が対象 

    ア 官民協働、地域間連携、政策間連携等による先導的な事業 

    イ 先駆的・優良事例の横展開を図る事業 

    ウ 既存事業の隘路を発見し、打開する事業 

  地方創生推進交付金（第１回申請分）の内容                 単位：千円 

 

  地方創生推進交付金（第２回申請分）の内容                 単位：千円 

 

平成 29 年度予算においては、地方創生推進交付金を活用する「地方創生枠」を設定し、総合戦略

の実現に向けて事業展開を着実に推進する。 

 

（３）地方創生拠点整備交付金の活用 

【趣旨】 

平成 28 年度補正で、施設整備等の取組を進めることを目的として創設されたもの 

【交付金の規模】 

国予算額 900 億円（事業費ベース 1,800 億円）、補助率 1/2 

【対象事業分野】 

・未来への投資に重点を置きつつ、地方創生の深化に向けて効果の発現が高い施設等を対象 

・ローカルイノベーションに資する公設試験研究機関の改修等 

・地域経営の視点に立った観光地域づくりに効果的な観光施設の改修等や、地域全体としての

ブランディング戦略の確立に資する収益施設等 

事業費

35,300

35,300

事　　　　業　　　　名

首都圏ネットワーク強化事業

合　　　　　　　計

事業費

91,290

69,920

161,210

②滋賀ローカルイノベーションプロジェクト

合　　　　　　　　　計

事　　　　業　　　　名

①THE近江・魅力満載プロジェクト



3 
 

・生涯活躍のまちの推進に資する多世代交流の拠点施設の整備や、移住定住促進のために行う

空き施設の改修等 

・小さな拠点づくりに資する地域コミュニティ組織の日常的な活動の場として機能する基幹的

な拠点施設の整備 

  地方創生拠点整備交付金の内容                       単位：千円 

 

（４）地方創生応援税制の活用 

 【趣旨】 

地方公共団体が行う地方創生プロジェクトに対する企業の寄附について、税制優遇措置（地

方創生応援税制（企業版ふるさと納税））が創設された 

 【制度の概要】 

地方公共団体が、地域再生計画を作成し、内閣総理大臣の認定を受けた場合に、当該計画に

記載された「まち・ひと・しごと創生寄附活用事業」に寄附を行った企業について、課税の特

例を適用 

  平成２８年度事業                               単位：千円 

  平成２９年度事業【国において審査中】                     単位：千円 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

事業費

241,890

新「琵琶湖博物館」創造（琵琶湖・滋賀の魅力発信による観光交流拠点整備） 241,890

410,105

「近江の地酒」醸造技術強化推進事業 92,924

生産基盤強化対策事業（キャトル・ステーション整備推進事業） 317,181

300,000

ビワイチサイクリングランド整備計画 300,000

85,000

ＩＣＴを活用した高収益農業推進拠点整備事業 85,000

1,036,995合　　　　　　　　　計

事　　　　業　　　　名

①THE 近江・魅力満載プロジェクト

②滋賀ローカルイノベーションプロジェクト

③ビワイチ推進プロジェクト

④滋賀の産業人材育成・確保プロジェクト

事　　業　　名 寄付企業名 寄付金額

(株)日本旅行 1,000

野村證券(株) 100

合　　　　　　計 1,100

「滋賀体感」首都圏プロモーション事業
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（５）地方創生コンシェルジュの活用 

 【趣旨】 

地方公共団体が、地方版総合戦略の策定を含め地域の地方創生の取り組みを行うにあたり、

国が相談窓口を設け積極的に支援するための体制として、国の職員等による「地方創生コンシ

ェルジュ」が設置された 

 【開催日】 

平成 29年 1 月 16 日（月） 県内視察および意見交換 

【県内視察先】 

ビワイチサポートステーション（米原市） 

ジャイアントびわ湖守山店（守山市） 

滋賀県琵琶湖環境科学研究センター（大津市） 

 【意見交換会出席者】 

内閣府地方創生推進事務局 佐々木基 事務局長 

ほか滋賀県担当の地方創生コンシェルジュ等 9名 

   滋賀県          三日月大造 知事、総合政策部長 

   滋賀県市長会       冨士谷英正 会長、藤井勇治 副会長、山仲善彰 副会長 

   滋賀県町村会       伊藤定勉 会長、藤澤直広 副会長 

 【効果】 

地方創生コンシェルジュの県内視察や意見交換を通じて、国に対して滋賀の地域創生の取組

をアピールするとともに、地方創生関連の交付金等に関する意見交換や情報収集を行うなど、

滋賀県の地域創生の推進につながった。 

 

（６）地域経済システム（ＲＥＳＡＳ）に関する取組 

【趣旨】 

ＲＥＳＡＳとは地域経済分析システム（Regional Economy and Society Analyzing System）の略

称で、産業構造や人口動態、人の流れなどの官民ビッグデータを集約し、可視化するシステム。地

方創生に向けての地方自治体の様々な取組を情報面から支援するために、内閣官房まち・ひと・し

ごと創生本部事務局により平成 27年４月から提供されている。 

 【今年度の取組状況】 

① ＲＥＳＡＳに関する講演会（ＲＥＳＡＳ入門講座）の開催  

開催日：平成 28年 10 月 29 日（土） 

場所：栗東芸術文化会館さきら中ホール（参加者 212 名） 

② パソコンを活用した実践講座 

（企業等向け講座：４回 参加者 74 名） 

（県内教員および大学生・高校生向け講座：10回 参加者 145 名） 

（県・市町職員向け講座：４回 参加者 91 名） 

③ 総合戦略に基づき進めている各プロジェクト推進チームの政策課題に対するＲＥＳＡＳを

活用した分析補助。 
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２．人口減少を見据えた豊かな滋賀づくり総合戦略プロジェクト推進チームの活用 

総合戦略の推進にあたって、国の交付金を活用する「地方創生枠」を設定するとともに、部

局横断的な施策構築とするため、総合戦略プロジェクト推進チームを活用するなど、部局間の

緊密な連携を図ることにより、県政を取り巻く様々な課題解決に向けて取り組んだ。 

こうした取組を経て、４つの視点に重点を置きながら施策構築に取り組み、平成 29年度当初

予算編成を行った。 

 

３．関係機関等との連携 

（１） 人口減少を見据えた豊かな滋賀づくり推進協議会の開催 

   5 月には、総合戦略における 19 のプロジェクトを具体化するため、事業内容、事業目標、年

次計画等を明らかにするとともに、総合戦略を着実に推進するための意見を聴く機会として、

推進協議会を 3回開催した。 

   8 月には、平成 27 年度における総合戦略の実施状況に対する意見交換等を行い、次年度の施

策構築に活かすため、推進協議会を 3回開催した。 

   推進協議会における、より効果的なプロジェクトの展開に対する意見や、各プロジェクトの

抱える課題等に対する意見等を踏まえ、次年度の施策構築に向けて取り組んだ。 

 

（２）県・市町まち・ひと・しごと総合戦略連携推進会議の開催 

   県と市町がそれぞれの総合戦略を効果的に推進し、地方創生推進交付金を活用した事業にお

ける具体的な連携等について意見交換するため、連携推進会議を 4回開催した。 

   これらの情報交換や意見交換の中で、これまで 2 事業が地方創生推進交付金の広域連携事業

として採択されるなど、県と市町との効果的な施策の推進につながった。 

 








